
１１１１　　　　総括総括総括総括

 ((((1111) ) ) ) 人件費人件費人件費人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

 ((((2222) ) ) ) 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計予算普通会計予算普通会計予算普通会計予算））））

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

 ( ( ( (3333) ) ) ) 特記事項特記事項特記事項特記事項

特になし

 ( ( ( (4444) ) ) ) ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況（（（（各年各年各年各年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の

　　　　　　給与水準を示す指数である。

　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を

　　　　　　単純平均したものである。

Ｂ／Ａ　

人 件 費 率

職員手当

人

130,117 41,193,925

給　　料

職 員 数

実質収支 人件費

Ｂ　

319,173

期末・勤勉手当

区　分 給　　　　　　与　　　　　　費

17年度

21.5

16年度 千円 千円 千円

8,865,007

区　分 歳出額

Ａ　

住民基本台帳人口

　　　　　（平成16年度末）

沖縄市の給与・定員管理等について

平成15年度の人件費率

（参考）

一人当たり給与費

　　　　　　Ａ

％ ％

20.5

Ｂ／Ａ　　　　　　計　　　　Ｂ

人

927

千円

3,822,072

千円

6,277

千円

448,418

千円

1,548,578

千円

5,819,068

(H12)
101.7

(H12)
102.1

(H12)
96.3

(H17)
94.4

(H17)
98.5 (H17)

97.6

90

95

100

105

沖縄市 類似団体平均 全国市平均
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２２２２　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況

 ((((1111) ) ) ) 職員職員職員職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成17171717年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　　　　①一般行政職

歳 円 円

円

歳 円 円

歳 円 円

円

　　　　②現業職（技能労務職）

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

歳 円 円

円

歳 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成17年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当

の額を合計したものである。このうち、上段はこれら全ての諸手当込みのものであり、地方公務員

給与実態調査において明らかにされているものである。

また、下段は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていない

ことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

　　　３ 民間事業者平均については、沖縄県人事委員会で行う「職種別民間給与実態調査」で得られたデータを

記載しており、サンプル数は３種類、１４名となっている。

((((2222) ) ) ) 職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成17171717年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円

円 円

((((3333) ) ) ) 職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成17171717年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

円 円 円

285,008 316,350

平均年齢

うち保育所調理員

平均年齢 平均給料月額

（技能労務職）

区　　　　分

211,817

206,280

高　校　卒

高　校　卒

中　学　卒

一般行政職

区　　　　分
初任給 ２年後の給料

大　学　卒 184,400170,700

２年後の給料

148,500

－

－136,000

265,075

184,400

148,500

310,764 389,075

－

228,420

大　学　卒 267,175

経験年数２０年経験年数１５年

170,700

138,800

沖　　　縄　　　市

52.4 355,600

46.0 327,117

48.1

（技能労務職） －

経験年数１０年

高　校　卒

高　校　卒

中　学　卒

現業職

現業職

136,000

一般行政職

初任給

138,800

－

－128,100

145,500

平均給料月額

418,618

289,700

45.9 317,100

－　　　

区　分

沖縄市

国

　　　　　　区　　分

沖縄市

うち学校給食員

国

類似

団体

類似団体

民間事業者平均

平均給与月額

377,431

368,084

387,063

365,350

43.3

289,185

－

276,540

44.1 340,500

40.3 329,728

335,078

335,078

376,400

329,934

327,951

317,485

382,092

236,068

453,439

平均給与月額

374,900

303,800

317,311

44.8

うち清掃職員

43.1

国

44.2 362,679
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３３３３　　　　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況

　 ((((1111) ) ) ) 一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成17171717年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注）１　沖縄市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

((((2222) ) ) ) 昇給期間短縮昇給期間短縮昇給期間短縮昇給期間短縮のののの状況状況状況状況

　

　　短縮して昇給した職員数

　　短縮して昇給した職員数

全　職　種

次長、課長

次長

　　　　　　　　　％

　　　　　　　　　人

職　　員　　数

1,049

　　　　　　　　　人

比　　　　　率

　　普通昇給機関（１２～２４月）を

Ｂ　

　 　　 　１．７％

　 　　 　１．４％

１６年度

　　　　　　　　　人

比　　　　　率

Ｂ／Ａ　

　　　　　　　　　％

14.2

　　　　　　　　　人

　　　　　　１０人

５　級

６　級

　　　　　　５３人

14.9

職　　員　　数

　　　　　　８３人

　　　　　　２８人

　 　　 １４．１％

　 　　 　４．７％

主事

係長、主任

標準的な職務内容 職員数

１　級

７　級

３　級

　　　　　　７５人

区　分

区　　　　　　　　　分

１７年度

２　級

８　級

９　級

課長、課長補佐、係長、主任

156

153

　　普通昇給機関（１２～２４月）を

1,080

部長

４　級

課長、課長補佐

課長補佐、係長、主任

主事

構成比

　 　　 　１．５％　　　　　　　９人

　　　　　１４１人

　　　　　　　８人

　 　　 　９．０％

　　　　　１８３人

　 　　 ２３．９％

　 　　 ３１．０％

　 　　 １２．７％

Ｂ／Ａ　

Ａ　

Ａ　

Ｂ　

１級
1.5%

１級
1.5%

１級
1.4%

２級 23.9% ２級 24.3% ２級 21.0%

３級 14.1% ３級 12.7%

３級 8.1%

４級 4.7% ４級 3.9%

４級 4.0%

５級
31.0%

５級
17.4%

５級
31.5%

６級
12.7%

６級
27.5%

６級
22.6%

７級
9.0%

７級
9.3%

７級
7.4%

８級
1.7%

８級
2.1%

８級
1.2%

９級
1.4%

９級
1.3%

９級
2.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成１７年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４４４４　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

 ((((1111) ) ) ) 期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当

千円　

（平成16年度支給割合） （平成16年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

   4.4 月分    － 月分    3.0 月分    1.4 月分

（ － ） 月分 （ － ） 月分 （ 1.6 ） 月分 （ 0.7 ） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　５～15％ 　・役職加算　　５～20％

　・管理職加算　　なし 　・管理職加算　　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

((((2222) ) ) ) 退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（平成平成平成平成17171717年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

 （支給率） 　自己都合 　勧奨・定年  （支給率） 　自己都合 　勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 　定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 　定年前早期退職特例措置

　　（２％～20％加算） 　　（２％～20％加算）

　 　退職時特別昇給（勧奨退職１号）

千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

51.48

59.28 59.28 59.28

42.12

国

21.00

47.50

27.30

33.75

1,624

１人当たり平均支給額

27.30

26,273

42.12

47.50

59.28

51.48

21.00

33.75

2,495

沖　　　　縄　　　　市

沖　　　　縄　　　　市 国

１人当たり平均支給額（平成16年度）
－
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 ((((3333) ) ) ) 特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当（（（（平成平成平成平成17171717年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

　円

　％

 ((((4444) ) ) ) 時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

125,808

116支給職員１人当たり平均支給年額（平成16年度決算）

幼稚園副園長

国民健康保険料取扱手当

保育所長

伝染病防疫作業手当

141,935

131

支給実績（平成15年度決算）

市民健康課職員

左記職員に対する支給単価

１６ 種類

消火及び救急業務

（病人）日額1,500円
（死亡人）日額3,000円

勤務１時間につき時給の125％
相当額

主な支給対象職員

職員全体に占める手当支給職員の割合

手当の種類（手当数）

支給実績（平成16年度決算）

副園長手当

支給実績（平成16年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成15年度決算）

保育所長手当

手当の名称

税務手当 市民税課・資産税課・納税課職員 市税の賦課･徴収･滞納整
理･差押え等

支給職員１人当たり平均支給年額（平成16年度決算）

保護課職員

暴風雨時勤務手当 総務課・消防職員

行旅病人等業務手当

日額1,000円

幼稚園の副園長を命ぜら
れその職に従事する職員

主な支給対象業務

（賦課）日額150円
（徴収･滞納整理）日額250円
（訪問調査）日額200円加算
（差押え）１件300円

資産税課長

消防手当 消防職員

用地交渉業務手当 用地課職員

伝染病患者等の救護、汚
染物件の消毒業務

月額5,000円

53,429

30.7

28,157

月額5,000円

行旅病人の救護等
行旅死亡人の火葬等

暴風雨時警報発令時から
解除の間、特に勤務を命
ぜられた職員

保育所の所長を命ぜられ
その職に従事する職員

国民健康保険料の賦課･
徴収･滞納整理

月額4,000円

社会福祉業務手当 障がい福祉課・高齢福祉課・
こども家庭課・保護課職員

社会福祉現業業務及びそ
の指導監督を行う職員

月額5,000円

清掃手当 環境課職員 ごみ処理業務 日額300円

月額4,000円

建築主事手当 建築主事 建築主事の業務に従事す
る職員

月額15,000円

現金取扱手当 現在、支給対象者なし 現金取扱いを常時本務と
する職員

月額1,500円

固定資産評価員手当

月額3,000円

保育業務従事手当 保育士 保育の業務 月額1,500円

獣医手当 獣医師 獣医として勤務を命ぜられ
た職員

給料月額の20％

月額6,000円

公共用地取得、物件の移
転･権利の補償に関する交
渉業務

国保年金課職員

固定資産評価員
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((((5555) ) ) ) そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（平成平成平成平成17171717年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円

円

円

円

円

円

円

５５５５　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成17171717年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

月分

月分

4,980千円

364,411

78,169

千円

住居手当

千円

千円

異なる

同じ

宿日直手当

午後10時～午前5時の間
に勤務した職員に支給
･勤務1時間につき時給の
25%を支給

宿直又は日直勤務の職員
に支給
･勤務1回 5,000円

同じ

異なる

管理職手当

休日勤務手当

夜間勤務手当

･通勤距離が１㎞以上で、
ﾊﾞｽ･自家用車等を利用し
ている職員に支給
･バス　運賃額45,000円ま
では実費、45,000円を越
える場合は加算措置あり
･自家用車　距離に応じて
2,700～26,200円

通勤手当

扶養手当

･扶養親族（配偶者、22歳
に達した日以後の最初の3
月31日までの間にある子、
60歳以上の父母等）のい
る職員に支給
･配偶者13,500円
･その他 2人目まで6,000
円、3人目から5,000円
・16歳から22歳の子1人に
つき5,000円の加算あり

51,263

･通勤距離２
㎞以上が支
給対象
･ﾊﾞｽ　6箇月
定期券等に
よる一括支
給
･車　2,000
～24,500円

237,513

89,003

･借り受け0
～27,000円
･所有2,500
円（当初5年
間に限る）

退
職
手
当

議　　　　　員

収　　入　　役

　　　　　（算定方式）

　給料月額×在職月数×40/100

助　　　　　役 　給料月額×在職月数×25/100

副　　議　　長 463,000

管理又は監督の地位にあ
る職員に支給
･部長　給料の15%
･参事　　 〃 　14%
･次長　 　〃　 13%
･課長　 　〃 　11%

休日に勤務した職員に支
給
･勤務1時間につき時給の
135%を支給

1,050,000

880,000

給　　　料　　　月　　　額　　　等

（参考）類似団体における最高／最低額

632,073

千円

千円

千円

810,000

744,800

（平成16年度支給割合）

522,000

435,000 610,000

656,600
報
酬

市　　　　　長

市　　　　　長

助　　　　　役

副　　議　　長

期
末
手
当

議　　　　　長

議　　　　　員

収　　入　　役

議　　　　　長

手　当　名 内容及び支給単価

50,750

給
料

923,000

763,000

691,000

市　　　　　長

･勤務1回
 4,200円

－

　　任期毎　給料月額×在職月数×23/100

576,000

（平成16年度支給割合）

　　任期毎

5,472

収　　入　　役

3.3

異なる

異なる

－ 25,509

助　　　　　役

区　　　分

同じ

59,009

･住居を借り受け、または
所有している職員に支給
･借り受け0～20,000円
･所有2,500円（年数なし）

　　任期毎

　（支給時期）

613

73,953

648,000

441,000

370,000

3.3

国の制度
との異同

国の制度
と異なる

内容

支給実績
（平成16年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

（平成16年度決算）

139,183－

俸給の特別
調整額
･支給割合
俸給月額の
８～25%

744,000

391,000
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６６６６　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況

　((((1111) ) ) ) 部門別職員数部門別職員数部門別職員数部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由

（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

教　　　育

小　計 317

228

消　　　防

　　　　　　　　 　 区　　分

 部　　門

89

643

12

土　　　木 85

商　　　工 14

62 △ 1

職　　　員　　　数 対前年
増減数

0 　　－

　　－

△ 2

△ 19

△ 30

0

△ 17

6
東部出張所開設による職員の増（５）、業務増による職員の
増（１）

△ 13

180 180

192

12

80

626

95

20

209

930

20

960

61

304

59

0 　　－

△ 1

環境課副参事退職による減（△１）、環境課クリーン係計画
係統合による職員の減（△１）、環境課衛生作業員の減（△
１）
国保年金課へ医療費助成係新設による職員の増（１）、環
境課環境保全係職員の増（１）

0 　　－

△ 2
次長２人制から１人制へ（△１）、商工労政課商業係工業係
統合による職員の減（△１）

△ 5

次長２人制から１人制へ（△１）、室川市営住宅建替事業対
策プロジェクト副参事退職による不補充（△１）、定年退職
による職員の不補充（△１）、用地課職員の減（△１）、都市
計画課建築指導担当職員の減（△２）、室川市営住宅建替
担当職員の減（△１）、旧建築部門課長・補佐、機構改革に
よる建築部門の減（△２）
工事課課長補佐２人制によるスタッフ充実（１）、区画整理
課主幹の増（１）、都市計画課企画調整担当スタッフの充
実（１）、工事課公園係と管理課公園管理係分散による職
員の増（１）

外部委託による職員の減（△２）

主　な　増　減　理　由
平成16年 平成17年

税　　　務 63 市民税課職員の減（△１）

0 事務局次長欠員不補充

△ 8

美里出張所の廃止による窓口職員減（△３）、市民課副主
幹異動による不補充（△１）、市民課記録係減（△１）、総務
課副参事異動による不補充（△１）、総務課情報公開担当
異動による不補充（△１）、情報システム推進課電算処理係
職員減（△１）、情報システム推進課地域情報化係と庁内
情報化係統合による職員減（△２）、平和・男女共同課補佐
兼務係長による減と主事の減（△２）、こども未来課技査の
減（△１）、中の町再開発副主幹の減（△１）、東部開発局
長退職による部長の減（△１）
人事課付休職者の増（２）、契約管財用度係業務増による
職員の増（１）、基地政策課業務増による職員の増（２）、情
報政策課業務増による職員の増（１）、文化観光課長補
佐、昨年報告数値の誤りによる増（１）

衛　　　生 49

民　　　生

48

労　　　働

29 29

12

農林水産

小　計

特
別
行
政
部
門

次長と学務課長兼任による職員の減（△１）、生涯学習課
長補佐と係長兼務による職員の減（△１）、中央公民館副
館長と係長兼務による職員の減（△１）、市立図書館職員
退職による不補充（△１）、第２調理場調理員の減（△１）、
第３調理場運転手定年退職による不補充（△１）、北見・美
里・高原・室川・島袋・美原・泡瀬幼稚園職員の減（△７）、
安慶田・泡瀬小学校主任主事の減（△２）、諸見小学校用
務員の減（△１）、山内・コザ小学校司書の減（△２）、山内
中学校主任主事の減（△１）、沖縄東中学校用務員の減
（△１）
宮里幼稚園園児増による教諭の増（１）

普通会計　　計

一
般
行
政
部
門

議　　　会 11 11

総　　　務 200

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　 門

水　　　道

下  水 道

そ  の 他

小　計

40 41 1
国保年金課副主幹と係長の兼務を解いたことによる職員の
増（１）

121 120 △ 1

合　　計
1,081 1,050 △ 31

[　　　1,163 ］ [　　　1,145 ］ [　　△18 ］

7



((((2222) ) ) ) 年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成17171717年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　

((((3333) ) ) ) 定員適正化計画定員適正化計画定員適正化計画定員適正化計画のののの数値目標及数値目標及数値目標及数値目標及びびびび進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況

　①①①①　　　　定員適正化目標定員適正化目標定員適正化目標定員適正化目標（（（（数数数数・・・・率率率率））））

 ② ② ② ②　　　　平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在におけるにおけるにおけるにおける定員定員定員定員のののの数値目標数値目標数値目標数値目標

③③③③　　　　定員適正化計画定員適正化計画定員適正化計画定員適正化計画のののの年次別進捗状況年次別進捗状況年次別進捗状況年次別進捗状況（（（（実績実績実績実績））））のののの概要概要概要概要

（各年４月１日現在）

　　　　（　　％）

（注）１　計画期間は、平成17年～平成22年の５年間である。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

計

60歳36歳

人 人 人 人 人

52歳 56歳

59歳 以上

人 人

～ ～ ～

20歳

～ ～～ ～ ～ ～

24歳 28歳

区　分

40歳 44歳 48歳32歳20歳

43歳 47歳 51歳

～

55歳未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳

人 人 人

1 28 76 135 119 75 65 1,050

計画期間

数値目標
始　期 終　期

106 233 154 2
職員数

平 成 17 年 4 月 1 日 平 成 22 年 4 月 1 日 ４８人、４．６％の削減

56

人 人 人

平成１７年４月１日現在、１，０４４人（定数内）の人員を、平成２２年４月１日で、
９９６人にすることを目標とする。

２１年 ２２年 １８年～２２年　　　　　　  区　分

部　門

１７年 １８年 １９年 （参考）

計画前年 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 計 数値目標

２０年

　一　般
　行　政

減 員 17

差 引

増 員

4.15%

職員数 626 600

0

5

10

15

20

25

30

20歳
未満

20～
　23

24～
　27

28～
　31

32～
　35

36～
　39

40～
　43

44～
　47

48～
　51

52～
　55

56～
　59

60歳
以上

構成比

５年前の構成比

%
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（参考） （各年４月１日現在）

　　　　（　　％）

　　　　（　　％）

　　　　（　　％）

７７７７　　　　公営企業職員公営企業職員公営企業職員公営企業職員のののの状況状況状況状況

　((((1111))))　　　　水道事業水道事業水道事業水道事業

  　① ① ① ① 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況

     ア　決算

イ　予算

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

ウ　 特記事項

特になし

② ② ② ② 職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成17171717年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

28,849,000

沖　　縄　　市

59

職員数

計

減 員

一人当たり給与費

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

5,929,062

　　　　　計　　　　　Ｂ

230,508,000

　　　　　　Ａ

区分 給 与 費

349,814,655

数値目標

２０年 ２１年 ２２年 １８年～２２年 （参考）　　　　　　  区　分

部　門

１７年 １８年 １９年

計画前年 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 計

特　別
行　政

減 員 13

増　　員

差　　引 5.59%

職員数 304 287

公　営
企　業

等
  会  計

減 員 1

差　　引

増　　員

職員数 120

4.17%

115

増　　員

差　　引 4.57%

職員数 1,050 0 0 1002

区分 総費用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める （参考）

0 0 0

実質収支

％　　　　 ％　

Ａ  Ｂ　

職員給与費比率 15年度の総費用に占

　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

13.7 13.5

16年度 千円　

3,363,430 94,966 459,659

千円　 千円　

区　　　分 平　均　年　齢 基本給

職員手当 期末・勤勉手当

平均月収額

90,457,655
17年度

給　 料

40.6 336,732 437,183

375,763 577,861団　体　平　均 44.1

事　　業　　者 - -
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 ③ ③ ③ ③ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　

（平成16年度支給割合） （平成16年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

   4.4 月分    － 月分    3.0 月分    1.4 月分

（ － ） 月分 （ － ） 月分 （ 1.6 ） 月分 （ 0.7 ） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　５～15％ 　・役職加算　　５～20％

　・管理職加算　　なし 　・管理職加算　　10～25％

イ　退職手当（平成17年４月１日現在）

 （支給率） 　自己都合 　勧奨・定年  （支給率） 　自己都合 　勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 　定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 　定年前早期退職特例措置

　　（２％～20％加算） 　　（２％～20％加算）

　 　退職時特別昇給（勧奨退職１号）

千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

ウ　特殊勤務手当（平成17年４月１日現在）

千円

　円

　％

エ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

オ　その他の手当（平成17年４月１日現在）

円

円

円

円

通勤手当 2,921

47.50

（平成16年度決算）

4,796 千円住居手当

扶養手当

（平成16年度決算）

支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 平均支給年額

国の制度
との異同

国の制度
と異なる

内容

支給実績

59.28

暴風雨時勤務手当

現金取扱手当

技術管理者手当 工務課技幹

全職員
暴風雨時警報発令から解
除の間、特に勤務を命ぜ
られた職員

勤務時間1時間につき125％
相当額

技術管理を命ぜられた職員

沖　　　　縄　　　　市 国

１人当たり平均支給額（平成16年度） －

1,435

沖　　　　縄　　　　市 国

21.00 27.30 21.00 27.30

33.75 42.12 33.75 42.12

51.48 47.50 51.48

59.28 59.28 59.28

１人当たり平均支給額 － －

支給実績（平成16年度決算） 755

支給職員１人当たり平均支給年額（平成16年度決算） 26,034

職員全体に占める手当支給職員の割合 6.8

手当の種類（手当数） ３ 種類

主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価手当の名称

月額5,000円

料金課職員、総務課職員 常時現金を取扱う職員 月額2,000円

支給実績（平成16年度決算） 4,341

支給職員１人当たり平均支給年額（平成16年度決算） 74

支給実績（平成15年度決算） 4,469

支給職員１人当たり平均支給年額（平成15年度決算） 73

千円 50
一般職に準じる

8,569 千円 145

81

管理職手当 4,149 千円 593
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④ ④ ④ ④ 定員適正化計画定員適正化計画定員適正化計画定員適正化計画のののの数値目標及数値目標及数値目標及数値目標及びびびび進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況

　ア　定員適正化目標（数・率）

イ　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

ウ　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、平成18年～平成22年の５年間である。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

　　　　　　  区　分

部　門

計画期間

数値目標
始　期 終　期

差 引

平成18年4月1日 平成22年4月1日 5人の純減、8.5％の純減

54人

２２年 （参考）１７年 １８年 １９年 ２０年 ２１年

計画前年 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 数値目標

公　営
企　業

減 員 2

職員数 59

2 1

増 員

55 54

3.38% 3.38%

57 54

1.69% 8.47%
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